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Ⅲ－91 基礎回転系構造の地震時応答に及ぼす
P-Δ効果の評価に関する研究

大塚 悠里，石田 光，朱 盈，大井 希良里，平石 久廣

STUDY ON EVALUATION OF P-Δ EFFECT ON THE SEISMIC RESPONSE

OF STRUCTURES WITH ROTATIONAL FOUNDATION

Yuri OTSUKA, Hikaru ISHIDA, Ying ZHU, Kirari OI and Hisahiro HIRAISHI

１．はじめに
近年，建築物には大地震時の地震動に対し，一定の機

能維持及び損傷の抑制が要求されるようになり，層間変
形角を設計のクライテリアとする設計が普及している。
このため，上部構造の変形による層間変形角が抑制され
る構造が求められ，制振構造や免震構造が普及してきた
が，コストや想定を超えるような外乱に対する安全性等，
配慮されるべき課題は多い。
本論文における基礎回転系構造（図1）は，杭頭部で

基礎回転を生じることにより，上部構造に一定以上の外
力が作用しない。このため，浮き上がり時のベースシア
係数を上部構造の損傷耐力以下に設定することで，上部
構造の損傷を制御することが可能である。
浮き上がりを対象とした研究に二方向入力が浮き上が

りに及ぼす影響を検討した高橋等の研究1)，上下動によ
る基礎浮き上がりの影響を検討した豊巻等の研究2)及び

浮き上がり後の落下による衝突が建物に与える影響を考
慮した溜等の研究3)が挙げられるが，実施設計された建
物の実例は極めて少ない。
これより，著者らは主として梁間方向の連層耐震壁架
構を対象に下部構造を基礎回転系とすることで，これら
の課題の解決を図る研究を行ってきた4),5)。
しかしながら，浮き上がり時のベースシア係数を上部
構造の損傷耐力以下となるように小さく設定した場合，
相対的に P-Δ効果が耐震性状に与える影響が大きくな
ることが考えられる。基礎回転系の P-Δ効果に関する
研究としては，基礎と構造物の動的相互作用を考慮した
3自由度モデル，つまり，上部構造の回転運動，基礎の
並進運動及び回転運動をモデル化し，P-Δ効果が基礎の
応答に与える影響について検討を行った山下らの研究6)

等いくつか存在するが，これらのほとんどは事例的な研
究に留まっており，その影響の定量的な把握には至って
いない。
以上のような背景より，本論文では P-Δ効果が基礎
回転系構造の基本的な耐震性状へ与える影響の解明を目
的とし，告示波を用いた時刻歴応答解析を行い，解析結
果より検討を行った。また，等価減衰定数に及ぼす P-Δ
効果の影響を検討するため，解析対象モデルが最大応答
時の周期で定常ループを描くような入力波（以下：定常
ループを与えるスイープ波）を用いた時刻歴応答解析を
行った。さらに，P-Δ効果を考慮した際の基礎回転系構
造の簡便な応答評価式を提案し，その妥当性を示した。

２．地震応答解析の概要
2.1. 解析対象建物
対象とする建物は，文献7)に用いられている鉄筋コン
クリート造の14階建高層集合住宅で建物高さ H
（40.66m），桁行方向が6スパンのラーメン構造，梁間方
向が1スパンの連層耐震壁架構とした（図2，図3）。各

（ 1 ）
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図1 基礎回転系構造
概念図

図2 基準階平面図

図3 立面図
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層の階高を表1に示す。ただし，建物高さには基礎の高
さも含むものとした。なお，解析上では階段室部分は無
視した。

2.2. 解析対象モデル
解析モデルは基本的な P-Δ効果の影響を検討する為，
文献4)で用いられた一質点系（図4）を参考とした。解
析対象は梁間方向とし（図5），上部構造は一質点系モデ
ル，下部構造は杭の引抜及び沈下を表すばね（以下：コ

ンクリートばね），杭頭の伸びを表す鉄筋ばね，水平地盤
ばねの3種類のばねを梁要素で結合した。また，内部粘
性減衰定数は瞬間剛性比例型とし，1次固有周期に対し
3％とした。杭頭浮き上がりによる回転中心は，圧縮側
の杭の中心とし，下部構造の杭芯間距離Bは，4m，6m，
9mの3種類とした。
上部構造の一質点化による有効建物高さ H（m）は（1）
式にて求めた。

H= 2
3 +

1
3n ×H (1)

n：階数
また，全有効質量 M(ton）は，（2）式によった。

M=
(∑m⋅δ)



∑m⋅δ 


(2)

ここで，mは i階の質量（ton），δは i階の水平変位
（m）で，高さ方向に逆三角形分布とした。各階の重量
W（kN）を文献7)より表2に示す。また，全有効質量か
ら有効重量W(kN)(W=M・g，g：重力加速度）を算
出した。なお，本論文では，有効高さの位置の質点に重
量に相当する外力を加えた。また，一定の重量に相当す
る外力を作用させ，時刻歴応答解析を行った。
上部構造の復元力特性は，フレームモデルの静的解析
から求めた上部構造のみの荷重変形関係（図6破線）と
歪エネルギーが等価となるようなトリリニアの骨格曲線
とした（図6実線）。文献8より，静的解析で用いたフ
レームモデルは柱をファイバーモデル，梁をM-θ材端
剛塑性ばね，耐震壁を壁谷澤モデルとした。また，鉄筋
の応力-ひずみ関係はバイリニアモデル，コンクリート
はNew RCモデル9)とした。表3，表4にフレームモデ
ルの柱，梁及び壁断面詳細と使用材料を示す。

明治大学理工学部研究報告 No.54（2017）
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図4 解析モデル 図5 解析対象構面

表1 階高一覧 表2 各階重量一覧

表3 柱・梁及び壁断面詳細
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図6破線より，フレームモデルの初期ひび割れは降伏耐
力の1/2以下で生じている。これを一質点系の第一折れ点
とした場合，微小ではあるが正負の応答に偏りが生じた。
このため，本論文では基礎回転系構造へ与えるP-Δ効果
の影響の簡明な評価を行うため，上部構造がひび割れの
生じる以前の荷重で浮き上がりが生じるよう，上部構造の
ひび割れ耐力を設定した（図6実線）。また，降伏後の剛
性は初期剛性の0.001倍とし，復元力特性はTakeda モデ
ルを用いた。上部構造の諸元を表5に示す。
下部構造のばねの設定方法を以下に示す。

1) コンクリートばね
コンクリートばねは圧縮のみに抵抗するものとし，図

7のような履歴を描くものとした。なお，コンクリート
の圧縮剛性 Kは文献8)の地盤－杭－建物の一体モデル
による静的増分解析により得られた杭の圧縮変位と圧縮
軸力により求めた。
2) 鉄筋ばね
杭頭部の主筋である鉄筋ばねは，引張，圧縮ともに抵

抗するものとし，図8のような履歴を描くものとした。

また，設定した耐力時に基礎回転機構を成立するような
鉄筋の断面積 A(m2）は，鉄筋による浮き上がり耐力上
昇分のベースシア係数を C とすると，浮き上がりに
よる回転中心まわりのモーメントの釣り合いより，（3）
式で与えられる。復元力特性は完全弾塑性型とし，杭頭
近傍における鉄筋の付着除去区間 l は1.0（m），鉄筋の
ヤング係数 Eは2.05×108(kN/m2）とした。鉄筋の引
張剛性 K(kN/m）は（4）式で与えた。

A=
C ⋅H⋅W

σ⋅B (3)

K=
E⋅A

l (4)

σ：鉄筋の降伏強度 B：杭芯間距離
E：鉄筋のヤング係数（=2.05×108kN/m2)
l：鉄筋の付着除去区間（=1m）

表6に，モデルに配した各種ばねのパラメータの一覧を
示す。
3) 水平地盤ばね
本論文では，基本的な応答性状の把握のため，基礎と
地盤間での水平方向への移動は生じないものとし，水平
地盤ばねの剛性が無限大となるように1.0×1020(kN/m）
とした。

基礎回転系構造の地震時応答に及ぼす P-Δ効果の評価に関する研究

（ 3 ）

図6 一質点系モデルの上部構造の骨格曲線定義

表4 使用材料

表5 上部構造諸元

図7 コンクリートばねの
復元力特性

図8 鉄筋の復元力特性

表6 各ばね値一覧
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2.3. 耐力の設定
鉄筋がない状態での浮き上がり耐力時のベースシア係

数 C は，浮き上がりによる回転中心まわりのモーメ
ントの釣り合いより，（5）式で表される。杭頭部の鉄筋
の降伏により基礎回転が生じる耐力を浮き上がり耐力時
のベースシア係数 Cとすると，（6）式のように鉄筋が
ない状態での浮き上がり耐力時のベースシア係数 C 

と鉄筋による浮き上がり耐力上昇分のベースシア係数
C の和で表すことができる。

C =
B

2H
（5)

C= C + C  (6)
浮き上がり耐力時のベースシア係数 Cは，基礎回
転系構造に対する P-Δ効果の影響を検討する為，0.10，
0.15，0.20，0.30，0.40，0.50の6種類とした。（5）式，
（6）式より，算出した鉄筋がない状態での浮き上がり耐
力時のベースシア係数 C ，鉄筋による浮き上がり耐
力上昇分のベースシア係数 C 及び鉄筋の降伏による
浮き上がり時の上部構造の降伏変形角 Rを表7に示
す。また，基礎回転系構造の上部構造の荷重変形関係を
図9に示す。

2.4. 入力地震動
2.4.1. 告示波
告示波は，表層地盤の影響を考慮した第2種地盤の加

速度応答スペクトルを基に作成した。告示波の加速度応

答スペクトルを図10(a)，時刻歴波形を図10(b)に示す。
なお，告示波は長周期成分を含んでいるが，本論文の解
析対象モデルの建物周期の範囲では図10(a)の加速度応
答スペクトルのように十分な精度の応答を与えうる地震
波形である。

2.4.2. 定常ループを与えるスイープ波
定常ループを与えるスイープ波は，解析対象モデルが
最大応答時の周期で定常応答を描くように作成した。文
献10)より，定常ループを与えるスイープ波の入力加速度
zは（7）式で与えられ，減衰定数 h'=5％の時の最大応
答速度が告示波の速度一定領域と同様に周期に係らず
vとなるように作成した。(7）式の最大応答速度 vは，
（8）式で与えられる告示における第2種地盤の速度一定
領域の速度応答スペクトルの値とした。

z=2h'
2π
T v sin

2π
T t (7)

v=0.815×2.025(m/sec) (8)
h'：減衰定数(=5％) T：周期
v：最大応答速度

ここで，定常ループを与えるスイープ波は解析対象モ
デルに定常ループを与えるため，（7）式の同一円振動数
2π/T で3サイクルとし，周期 Tの増分は0.01秒とした。
なお，2サイクルでも十分な定常ループを描く結果が得
られている。定常ループを与えるスイープ波の加速度応

明治大学理工学部研究報告 No.54（2017）
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表7 各耐力及び浮き上がり時の回転角一覧

図9 基礎回転系構造の上部構造の荷重変形概念図

図10 告示波
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答スペクトルを図11(a)に，一部を拡大した時刻歴波形
を図11(b)に示す。

2.5. P －Δ効果考慮方法
一質点系の時刻歴応答解析において，幾何剛性により

P-Δ効果を考慮する。幾何剛性 Kは（9）式で与えられ
る。

K=
m
H =

W
H (9)

m：質量 ：重力加速度 H：建物高さ

本論文では，質量mを全有効質量 M，重量Wを有効
重量W，建物高さ Hを有効建物高さ Hとして幾何剛
性を設定した。また，本論文における基礎回転系構造で
は，文献11)より上下方向の加速度が，水平方向の応答に
ほとんど影響を及ぼさないことが示されている。

３．解析結果
3.1. 告示波の応答解析結果
告示波を用いた応答解析結果の例として，P-Δ効果を

考慮しない場合（以下：通常モデル）の上部構造と P-Δ
効果を考慮した場合（以下：P-Δ効果考慮モデル）の上
部構造の履歴を，図12に示す。本論文における基礎回転
系構造の履歴形状は，上部構造の線形の応答から下部構

造の鉄筋の引張降伏及び圧縮降伏による応答へ移行する
ことによる旗型の履歴を描いている。また，P-Δ効果を
考慮した場合での基礎回転系構造の上部構造履歴は耐力
の低下が生じているものの最大応答変位は増大せず，む
しろ微小ではあるが低減される結果となった。
表8に，通常モデルの最大応答変位と P-Δ効果考慮

モデルの最大応答変位，P-Δ効果による最大応答変位の
増大倍率（P-Δ効果考慮モデルの応答÷通常モデルの応
答）を併せて示す。浮き上がり耐力に係わらず，基礎回
転系構造へ P-Δ効果を考慮しても最大応答変位はあま
り増大せず，耐力が低いモデルでは微小ではあるが最大
応答変位が低減される傾向がある。
しかしながら，告示波を用いた応答解析は，図13に示
すように負側の最大応答変位に比べ，その直前の正側の
応答変位が小さく，これら応答変位の差が大きい（以下：
応答変位の偏り）。そこで，履歴による等価減衰定数へ
の影響を定量的に評価するため，解析対象モデルが最大
応答時の周期で左右対称の応答（定常応答）を描く，定

基礎回転系構造の地震時応答に及ぼす P-Δ効果の評価に関する研究
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図11 定常ループを与えるスイープ波

図12 上部構造履歴(告示波, CB.L＝0.2, B=6m)

表8 解析結果(告示波)

図13 上部構造履歴
(告示波,P-Δ効果考慮モデル, CB.L＝0.15, B=4m)
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常ループを与えるスイープ波を用いて応答解析を行っ
た。

3.2. 定常ループを与えるスイープ波の応答解析結果
定常ループを与えるスイープ波を用いた応答解析結果

の例として，通常モデルの上部構造と P-Δ効果考慮モ
デルの上部構造の最大応答時における1サイクル分の履
歴を，図14に示す。3.1の応答解析結果と同様に，上部構
造の線形の応答から下部構造の鉄筋の引張降伏及び圧縮
降伏による応答へ移行することによる，旗型の履歴を描
いている。また，その履歴は正負が等しく，応答変位の
偏りを生じていない。これは，他の耐力を持つモデルで
も同様である。さらに，P-Δ効果考慮モデルの上部構造
履歴は耐力の低下が生じているが，最大応答変形は増大
せず，微小ではあるがむしろ低減される結果となった。
表9に，通常モデルの最大応答変位と P-Δ効果考慮

モデルの最大応答変位，P-Δ効果による最大応答変位の
増大倍率を併せて示す。P-Δ効果により最大応答変位

は低減しており，浮き上がり耐力時のベースシア係数
Cが，小さいほど最大応答変位の減少が顕著である。
また，浮き上がり耐力時のベースシア係数 C=0.10，
杭芯間距離 B=4m のモデルでは最大応答変位が約6
％低減されている。

４．基礎回転系構造へ与える P-Δ効果
の影響

本章では，P-Δ効果による耐力低下及び応答低減係数
の低下の関係が，定常応答時の応答変位へ与える影響に
ついて検討を行う。また，P-Δ効果を考慮した応答評価
式の主たる因子である等価減衰定数の算定及び本応答評
価式の妥当性についての検討を行う。

4.1. P-Δ効果を考慮した応答変位
文献12)より，通常モデルの応答変位 δが疑似速度一定

領域の場合のベースシア係数 Cとの関係から（10）式
で与えられる。

δ= A⋅T

2π ⋅F


⋅
1

C⋅ (10)

(10)式におけるA（m/s2）は応答加速度一定領域にお
ける応答加速度の値，T(s）は加速度一定領域と疑似応
答速度一定領域の境界の周期，Fは応答低減係数を表
している。
ここで，第2種地盤，地域係数 Z=1において，A=12
(m/s2)，T=0.864(s）となり，(11）式が得られる。

δ=
0.278
C

⋅F 
 (11)

また，P-Δ効果を考慮した場合の応答は，後述の4.6
に示すように最大耐力時のベースシア係数とその時の応
答低減係数で表されることから，応答評価式は（12）式
となる。

δΔ =
0.278

C−
δΔ

H

⋅ FΔ

 (12)

なお，P-Δ効果を考慮した時の応答変位を δ ，応答
低減係数を F とした。ただし，応答低減係数の主た
る因子である等価減衰定数は後述のように，P-Δ効果に
よる耐力の低下により，P-Δ効果を無視した場合より大
きくなる。
(12）式より，P-Δ 効果を考慮した応答変位 δ は，

P-Δ効果による耐力の低下の影響と応答低減係数の影
響によって変化する事が示されており，耐力の低下の影
響が大きいと応答変位は増大するが，それに伴う応答低
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図14 上部構造履歴
(定常ループを与えるスイープ波, CB.L＝0.1, B ＝4m)

表9 解析結果(定常ループを与えるスイープ波)
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減係数の減少の影響が大きいと応答変位は減少するとい
える。以下では，この2つの影響について検討を行う。

4.2. 等価減衰定数の算定式（通常モデル）
通常モデルの等価減衰定数の算定方法は，文献4)に

倣った。基礎回転系の上部構造が弾塑性体の場合，履歴
特性は図15で表される。なお，図15は定常応答における
面積算定用の模式的な履歴図であり，簡便に面積を算出
するため下部構造の鉄筋が降伏するまでの剛性を上部構
造の初期剛性としている。図15における履歴面積は，簡
略化前の履歴面積に比べ，ほとんど変わらないものと
なっている。また，本論文では上部構造の応答が線形で
あるが，等価減衰定数の一般的な算定式を導出ため，図
15の上部構造の履歴が面積を有している。
等価減衰定数 hを上部構造の変形による等価減衰定

数と下部構造の鉄筋ばねによる等価減衰定数に分けて算
出する。浮き上がりが生じない時の上部構造の履歴面積
を ΔW，浮き上がり時の上部構造の履歴面積を ΔWと
すると等価減衰定 hが（13）式で示される。

h=
1
4π ⋅

ΔW+ΔW

W +h (13)

W：等価線形による最大ポテンシャルエネル
ギー

h：内部粘性減衰定数(=3％)

また，浮き上がりが生じない時の上部構造の履歴面積
ΔW，浮き上がり時の上部構造の履歴面積 ΔW及び等
価線形による最大ポテンシャルエネルギーWを算出し，
これらを（13）式に代入すると，通常モデルの等価減衰
定数 hが（14）式で与えられる。なお，μ は塑性率
（=R/R）を表し，上部構造の履歴面積 ΔWは上部構
造の変形のみ（図16参照）の等価減衰定数を α％とし表
す。

h=
α
μ +

2(μ−1)
πμ ⋅

C 

C
+h (14)

4.3. 等価減衰定数の算定式（P-Δ効果考慮モデル）
P-Δ効果を考慮した場合の等価減衰定数の算定式の
誘導は(13)式を基にし，図17で示されるような P-Δ効
果の耐力低下による等価の最大ポテンシャルエネルギー
Wの減少を考慮するものとする。また P-Δ効果を考慮
しない場合での浮き上がり耐力時のベースシア係数を
C，P-Δ効果を考慮した場合での最大応答時における
ベースシア係数を C ，浮き上がり耐力時のベースシ
ア係数を C ' とする。図17，(9）式より，P-Δ効果を
考慮した場合での最大応答時におけるベースシア係数

CΔ は（15）式，浮き上がり耐力時のベースシア係数
CΔ ' は（16）式で表せる。

CΔ  =C−
δΔ

H (15)

CΔ ' =C−
δ

H (16)

なお，(16）式の δは降伏変位とし，基礎回転系の降
伏変位である。
(13）式，(15）式及び（16）式より，P-Δ効果を考慮

した場合での等価減衰定数 hΔ の算定式は（17）式と
なる。

hΔ = α
μ +

2(μ−1)
πμ ⋅

C 

CΔ ' ⋅ CΔ '
CΔ 

+h (17)

(17）式より，等価減衰定数は P-Δ効果を無視した場合
に比べ一般的に増加する。P-Δ効果を考慮すると等価
減衰定数が増大するのは，P-Δ効果による耐力の低下の

基礎回転系構造の地震時応答に及ぼす P-Δ効果の評価に関する研究
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図15 上部構造履歴
(浮き上がり発生後)

図16 上部構造履歴
(浮き上がり発生前) 図17 上部構造履歴(浮き上がり発生後、P－Δ効果考慮)
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影響により，最大応答時のポテンシャルエネルギーW
は減少するものの，基礎回転系構造の杭頭部の鉄筋によ
る履歴吸収エネルギーが変化しないためである。

4.4. 等価減衰定数の算定
3.2の定常ループを与えるスイープ波を用いた応答解

析結果より，通常モデルの等価減衰定数 hを（14）式，
P-Δ効果考慮モデルの等価減衰定数 h を（17）式よ
り算出した。P-Δ効果による等価減衰定数の増大は，浮
き上がり耐力時のベースシア係数 C=0.10，杭芯間距
離 B=4m のモデルで最大となっており，その値は
6.3％であった。また，等価減衰定数の増大する比率
（ h /h）は，耐力低下の比率（ C ' / C ）と概して
同値であった。

4.5. 補正係数の誘導
通常モデルの応答変位と P-Δ効果考慮モデルの応答

変位の関係を（18）式で表す。ここで，βは P-Δ効果の
補正係数である。

δΔ =β⋅δ (18)

(18）式より，3.2の定常ループを与えるスイープ波を
用いた応答解析結果から得られた補正係数 βを浮き上が
り時のベースシア係数 Cの関係で図18に示す。P-Δ
効果が基礎回転系構造へ与える定常応答時の基本的な影
響として，ベースシア係数が小さいほど最大応答変位の
減少がみられる。
(18）式に（11）式，(12）式を代入すると，補正係数

βが（19）式で与えられる。

β=
C

C−
δΔ

H

⋅
FΔ




F 


(19)

(19）式，図18より，P-Δ効果を考慮した応答変位は
P-Δ効果による耐力の低下の影響より，P-Δ効果による
応答低減係数の減少の影響が大きく，最大応答変位は減
少する傾向があるといえよう。
また，文献10)より定常応答時における応答低減係数

Fの理論式が（20）式で与えられる。なお，(20）式の h

は通常モデルの場合は等価減衰定数 h((14）式)，P-Δ
効果考慮モデルの場合は等価減衰定数 hΔ ((17）式）と
する。

F=
h'
h (20)

h：任意の値の減衰定数 h'：減衰定数(=5％)
(19）式の収束計算より，定常応答時における補正係数

βの理論値を算定した。補正係数の理論値と，定常ルー
プを与えるスイープ波を用いた応答解析結果による補正
係数の解析値（図18）の比を図19に示す。補正係数の理
論値と解析値の誤差は約3％未満に収まっており，概ね
一致している。したがって，P-Δ効果を考慮した基礎回
転系構造の定常応答時の最大応答変位は，(12）式の応答
評価式によって評価することができるといえる。

4.6. P-Δ効果による応答変位低減の評価
本節は，P-Δ効果を考慮した場合の最大応答変位の低
減を，P-Δ効果による耐力の低下と等価減衰定数によっ
て評価しうるかの検証を行った。検証に用いる本解析モ
デル（以下：検証モデル）は2章と同様の解析モデルで
あり（図4参照），P-Δ効果を考慮した場合での最大応
答時におけるベースシア係数 C に合わせ浮き上が
り耐力を設定した（図20参照）。また，下部構造の鉄筋の
降伏後，勾配がフラットとなるように P-Δ効果を考慮
しないものとした。以下に，検証モデルの詳細を示す。
1) 検証モデルの浮き上がり耐力は3.2の P-Δ効果考慮

モデルの最大応答時の耐力に等しい。
2) 検証モデルの最大応答時の上部構造及び鉄筋による
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図18 補正係数(解析値)

図19 補正係数の理論値と解析値の比較
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履歴エネルギー吸収は P-Δ効果考慮モデルと等し
い。

3) 検証モデルの浮き上がり時の上部構造の変形角 R

は，P-Δ効果考慮モデルと等しい。
4) 検証モデルの P-Δ効果を無視した場合の最大応答

変位が P-Δ効果考慮モデルの最大応答変位と同じ
場合，最大応答時の等価減衰定数は P-Δ効果考慮
モデルと検証モデルで等しくなる。

以上の4点より設定した検証モデルの骨格曲線の概念
図を図20に示す。検証対象としたモデルの浮き上がり耐
力時のベースシア係数 Cは0.10，0.15とした場合の
3種類とした。各モデルの耐力一覧を表10に示す。な
お，入力波には定常ループを与えるスイープ波を用いた。
P-Δ効果考慮モデルと検証モデル（C=0.1，B=4
m）の上部構造の履歴の比較を図21に示す。検証モデル
の履歴特性は3.2の解析結果と同様に，正負の最大応答
変位が等しく，下部構造の杭頭部の鉄筋の降伏による旗
型の履歴となった。また，P-Δ効果を考慮した場合の最
大応答及び最大応答時のベースシア係数，検証モデルの
最大応答及び最大応答時のベースシア係数はほぼ同じ値
を示した。
各検証モデルの解析結果を表11に示す。P-Δ 効果考

慮モデルと検証モデルの最大応答変位はほぼ等しい値と
なり，応答変位の誤差は約2 % 以下に収まっている。
以上より，定常応答時の最大応答変位の低減について，
P-Δ効果による耐力の低下と等価減衰定数によって評

価しうるといえる。

５．まとめ
本論文では，P-Δ効果が基礎回転系構造の耐震性状へ
与える影響の解明することを目的とし，告示波及び定常
ループを与えるスイープ波を用いた時刻歴応答解析を行
うことにより検討を行った。
以下に得られた知見についてまとめる。
① P-Δ効果を考慮した基礎回転系構造の等価減衰定
数の算定式を示した。基礎回転系構造の等価減衰定数
は，P-Δ 効果を無視した場合に比べ一般的に増大す
る。
② P-Δ効果を考慮した基礎回転系構造の応答評価式
の提案を行った。応答変位は耐力の低下及び，それに
伴う応答低減係数の減少の影響を受ける。
③ 定常状態における検討から，定常応答時の最大応答
変位は P-Δ効果を無視した場合に比べて，耐力が低
下するにも係らず小さくなった。これは，上記の耐力
の低下による応答の増大よりも，耐力の低下に伴う等
価減衰定数の増大による応答の低減効果の方が大きい
ことによる。
④ 告示波を用いた非定常状態に関する検討では，P-Δ
効果により応答が増大するものも見られたが，概して
応答は減少した。
⑤ 提案した応答評価式は，定常状態での P-Δ効果を
考慮した応答を適切に評価しうる。

基礎回転系構造の地震時応答に及ぼす P-Δ効果の評価に関する研究
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図20 検証モデルの復元力特性 図21 P－Δ効果考慮モデルと検証モデルの比較

表11 P－Δ効果考慮モデルと検証モデルの比較表10 検証モデルの各耐力一覧
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